
平成２７年度の取組状況 平成２８年度の事業計画 職域からの健康づくりを進めるにあたっての課題

全国健康保険協会
東京支部

１２月１０日「健康企業宣言」運動スタート（東京都商工会連合会、東
京商工会議所との連携）。

健康保険組合東京連合会と連携して、東京都内の全ての企業にも
「健康企業宣言」を広げていく予定。

「健康企業宣言」の取組は、中小企業全てを対象としているので、職
域部会で連携して、普及してはいかがでしょうか？

東京商工会議所
・健康経営アドバイザー制度の構築
・健康企業宣言（協会けんぽ東京支部）への協力

・健康経営アドバイザー制度の運用開始
・健康企業宣言運動東京推進協議会のキックオフ
・中小企業の健康経営実践事例創出（２００社程度）

健康企業宣言東京推進協議会への参加協力について

東京法人会
連合会

・東京都福祉保健局と情報交換しながら、４９法人会（会員企業）に
情報提供（リーフレット、募集事業、講演会の案内など）を行う。
・「ちょっと実行、ずっと健康。」ポスターを作成配布。

・東京都福祉保健局と情報交換しながら、４９法人会（会員企業）に
情報提供（リーフレット、募集事業、講演会の案内など）を行う。
・「ちょっと実行、ずっと健康。」ポスターを作成配布。

-

東京都中小企業
団体中央会

-
会員組合を通じての参加組合員企業への普及・啓発に努めたいと
考えています。

小規模企業の場合、従業員の健康推進には、職場環境の整備やノ
ウハウの蓄積が乏しいことから、経営者の意向がポイントとなるので
引き続き啓発が必要だと考えます。

東京労働局

・産業保健フォーラム（Ｈ２７．１１．２５　ティアラこうとう）を開催し、９
９０名の参加を得た。職域部会委員の全国健康保険協会東京支部
に出展の協力をいただき、健康測定等を行うことが出来た。
・また、東京都福祉保健局にも出展の協力をいただき、リーフレット
「会社の元気は従業員の健康から！」、パンフレット「地元があなた
を待っている」等も配布していただいた。
・本フォーラムは産業医等の産業保健スタップ、総務関係者等、産
業保健に意識の高い方々が主な来場者であり、周知を図りたいリー
フレットについての会場での配布は効果が大きいものと思料される。

平成２８年度においては、産業保健フォーラムを１０月１３日にタワー
ホール船堀において開催することとしている。職域部会委員とも連
携しフォーラムを開催していきたい。

・厚生労働省労働基準局長・職業安定局長連名により「事業場にお
ける治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」が示された
ので、東京労働局、労働基準監督署においては、今後このガイドラ
インに基づき事業場に対し指導することになる。
・治療と職業生活の両立支援については、がん連携拠点病院の相
談支援センターをはじめとして都道府県の取組も行われていること
から、東京都をはじめ職域部会委員との積極的な連携を図りたい。

東京産業保健
総合支援センター

- - -

新宿区

○新宿区働く人のメンタルヘルスネットワーク連絡会
・年２回開催（平成２７年６月９日、１２月１４日）
・うつ病当事者が病気を持ちながらも就労継続できるよう支援すると
共に、関係機関同士の連携を深めることを目的として平成２３年度
から年２回開催している。
・メンバー：地域産業保健センター、ハローワーク、勤労者・仕事支援
センター、精神障害者就労移行支援・継続支援事業所、中小企業、
地域の精神科クリニック、中部総合精神保健福祉センター、保健セ
ンターから出席
・内容：「うつ病の方のために関係機関が利用できる就労・復職支援
施設一覧」を毎年度作成・配布。職域におけるメンタルヘルス対策と
して、就労や復職に対する国・都等の動きなどの情報の共有。区内
就労支援機関の紹介や社会資源等の情報交換。事例検討等を通し
て支援力の向上を図る。

・新宿区働く人のメンタルヘルスネットワーク連絡会を平成２８年度も
同様に実施予定。

中小企業と大企業とでは、取組状況も働きかけの方法も異なると思
う。
今後も都としては中小企業を主なターゲットとして進めていただきた
い。

多摩市 － － －

日の出町 平成２７年度については実施できませんでした。
今後、商・工・農・林部局との連携を推進し、職域での推進を側面か
ら支援するなどの対応を検討します。

－

各委員のアンケート結果より 
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